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産業連関表を用いたベトナムの汚染逃避地仮説に関する一考察
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Ⅰ はじめに

貿易自由化が環境に及ぼす影響には，様々な

要因が関与している。なかでも，環境規制の違

いと生産要素賦存量の違いという二つの要因に

大きく依存する。それゆえ，国際貿易と環境汚

染の関係を説明する仮説として，次の二つが提

唱されている。

一つは，ヘクシャー＝オリーン・モデルに代

表される要素賦存量仮説である。この仮説は，

生産要素の相対的な賦存量が貿易構造を決定す

る仮説である。また，汚染集約的な財（汚染財）

は，多くの場合資本集約的でもある（Copeland

and Taylor [ 2003 ] p. 219）。従って，へク

シャー＝オリーン定理により，要素賦存量仮説

の下では資本が相対的に多く賦存する国は資本

集約財（それは同時に汚染財でもある）の生産・

輸出を行い，国内の汚染を深刻化させることに

なる。逆に，資本が相対的に少ない国は汚染財

の生産に比較優位をもっていないため，その生

産が貿易自由化により縮小し，汚染が抑制され

るといえる。

もう一つが汚染逃避地仮説（pollution haven

hypothesis）である。これによると環境規制の

水準の差異が，汚染財と非汚染財に関する貿易

構造を決める上で重要な要素になる。従って，

貿易自由化は環境規制の緩い国を汚染財の生産

に特化させ，環境被害を及ぼすことになると考

えられる（Copeland and Taylor [2003]）。ここ

で，仮に先進国においては環境規制が厳しく，

発展途上国においては緩いと考えよう。その場

合，汚染逃避地仮説に基づくと貿易自由化に

よって環境規制の厳しい国（先進国）から環境

規制の緩い国（発展途上国）へ汚染財の生産移

転が起きると予測でき，貿易は発展途上国の環

境を悪化させると考えられる。言い換えれば，

先進国の環境規制の方が厳しいために，発展途

上国が汚染財を輸出し，クリーンな財を輸入す

るようになると考えられるのである。

小国開放経済に汚染逃避地仮説を適用する場

合には，貿易の自由化によって増大する輸出と

輸入に伴う環境負荷の変化に着目すればよい。

当該国が他国と比べて相対的に環境規制が厳し

い場合，もし貿易の自由化によってクリーンな

財に特化し，輸出の拡大による環境負荷の悪化

よりも輸入の拡大による環境負荷の改善が上回

るならば，汚染逃避地仮説が支持されることに

なる。もしそのような傾向が見られなければ，

汚染逃避地仮説は支持されない。逆に，当該国

が他国と比べて相対的に環境規制が緩い場合，

貿易自由化に伴う輸出の拡大によって悪化する

環境負荷の程度が輸入の拡大によって改善され

る環境負荷の程度を上回るならば，汚染逃避地

仮説は支持される。一般に先進国では相対的に

環境規制が厳しく，途上国では環境規制が緩い。

従って，先進国は前者のケース，途上国は後者

のケースになる。本稿では，途上国であるベト

ナムを対象に，汚染逃避地仮説の検証を行う。

汚染逃避地仮説を検証するための分析手法と

して，本稿では産業連関分析を用いる。具体的
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には，ベトナムにおける，1989 年と，1996年，

2000 年，2005 年の４ヶ年の産業連関表を用い

て分析を行う。仮に輸出と輸入が同じ金額だけ

増加したら，各年における汚染物質の排出量が

増加するか否かを分析することで，対象年にお

いて汚染逃避地仮説がベトナムで成立していた

かどうかを検証するとともに，その経年的変化

を明らかにすることが本稿の主な目的である。

現在，ベトナム経済は，東アジアで中国に次

ぐ高成長率を維持している。戦争終了から 10

年後の 1986年に採択されたドイモイ政策
1)
の

下で，海外直接投資流入により輸出向け工業生

産が拡大し，これが高成長の原動力となった。

それ以降，輸出入活動が活発化し，国民生活の

向上に多大な貢献を果たした。1986 年∼2005

年の輸出の成長率は 21.2％であり，GDP 成長

率の約２倍となったのである。

この歴史的な変化に貢献したのは貿易と海外

直接投資であるので，その過程でベトナムが汚

染逃避地であったかどうかを分析することには

意義があろう。本稿では，市場経済が本格化す

る前の 1989 年，一定の経済成果が挙げられた

1996年，ドイモイをさらに促進させた 2000 年，

そしてドイモイ政策実行開始から約 20 年経っ

た 2005 年という４つの時点を分析する。これ

によって，ベトナムの経済発展段階で重要なこ

の 17年間における貿易・経済の成長が国内の

大気汚染とどのような関係があるかを考察す

る。

ベトナムは，経済的に成功を遂げている一方

で，同時に深刻な環境問題に直面している。た

とえば，2000 年以降に起きた社会的問題とし

て，化学調味料生産を中心とした食品メーカー

であるヴィダン社と金属メーカーであるトゥン

クアン社が環境保護規定に違反し大きな環境汚

染が生じた。ヴィダン社は，1994年から南部の

ある川に有害な工業排水を流し，生態系を破壊

していたことが発覚した。また，トゥンクアン

社が北部の地元の川に数年前から未処理の汚水

を排出していたことも明らかになった。

さらに，大気汚染について見てみると，ベト

ナムの年間 CO2排出量は，2005 年には 8000万

トン（炭素換算）になっており，これは 1980 年

排出量（1400万トン）の 571％，1989 年排出量

の 383％であり，急増している。SO2排出量に

ついても，1995 年には 19.4 万トンであるが，

2005 年にはその２倍以上の 41.5万トンに増加

した。また，ベトナムの温室効果ガスは 2010

年の 1.38 億トン（CO2 換算）から 2030 年の

4.23億トンへと大幅に上昇すると予測されて

いる。この 20 年間以上の経済成長速度，そし

て今後の各産業の発展計画から見れば，ベトナ

ムにおける汚染排出量や温室効果ガスがますま

す増大するに違いない。

以上の例で分かるように，環境問題が深刻に

なりつつある。それにもかかわらず，ベトナム

では工業団地・加工団地の環境保護基準を下げ

るという議論が起こっている。そもそも，

2006∼2010 年の社会経済開発計画の中では

100％の工業団地と加工団地に汚染防止施設を

整備することを目指していた。しかし，現時点

では目標の 45％にしか整備されていない。ま

た，汚染防止施設の運転費用が高額で，稼働率

が低くなり効率的に運営することができない工

業団地・加工団地もある。このような状況の中

で，今後５年間の計画では 100％整備するとい

う目標を 70％に下げるという意見がでている。

なおかつ，立地条件が都会の工業団地ほど恵ま

れていない地方の工業団地にとっては，目標を

70％に下げることによって海外直接投資の誘致

の際に有利になるのではないかという目論見も

隠れている。

ところで，発展途上国では，「発展」というこ

とは農業から工業へとシフトすることを意味す

る（Temurshoev [2006]）。多くの発展途上国

は工業化を促進している段階であり，国民の所

得水準が上昇している一方で，国内の環境基準

が相対的に緩いために汚染逃避地になる可能性
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が高くなると考えられる。従って，大量の直接

投資で工業化の促進と貿易の拡大を進めている

ベトナムの経済・社会・環境の状況を考えると，

ベトナムが汚染逃避地になっているのではない

かという仮設を置くことができる。発展途上国

の一例として，また東南アジア地域の今後の経

済の展望や環境問題を考える題材として，ベト

ナムの重要性は高く，研究に値する。

以下，第Ⅱ節では先行研究を紹介し，第Ⅲ節

では Dietzenbacher andMukhopadhyay［2007］

の産業連関分析方法を用いてベトナムにおける

汚染逃避地仮説を考察する。ベトナムのエネル

ギー源の特徴として，原油を産出するが国内に

製油所を持たなかった
2)
ために，また，外貨を

獲得するためにその全てを輸出している。従っ

て，現在国内で流通・消費されている石油は輸

入によるものである。また，石炭は国内で産出

でき，余剰分を輸出しているため，輸入はほと

んど行っていない。この特徴は，第３節で展開

される方程式に直接的に関係する。

第Ⅳ節で分析結果を簡潔に述べ，改めて結果

に基づいて議論する。第Ⅴ節では，ベトナムの

実情に基づいて，なぜ現時点ではベトナムが汚

染逃避地と見なされないのかについての解釈を

まとめ，第Ⅵ節で結論を述べる。

Ⅱ 先行研究と本稿の課題

一般に，一国の環境規制はその国の産業競争

力に影響を与える。しかしながら，汚染逃避地

仮説についての先行研究が示した結果は様々で

ある。たとえば，Machado et al.（2001）は，国

際貿易がブラジル経済におけるエネルギー消費

と CO2排出量に与える影響を評価した。そし

て，1995 年の非エネルギー財輸出に使用したエ

ネルギー総消費量と発生した CO2総排出量が

非エネルギー財輸入のそれらの量より大きい，

つまり汚染逃避地仮説が妥当するという結論を

導き出した。

また，Cave and Blomquitst（2008）は，EU

において環境規制が強化された時期（1993-

1999）に，汚染財が国民所得水準が低くそれほ

ど民主的でない国から輸入されていたのかを検

討し，全ての地域の貿易相手国を見ると，EU

のエネルギー集約的貿易のデータは汚染逃避地

仮説を支持するが，有毒物質集約的な貿易の場

合は支持しないという結論を得ている。

これらの研究に対して，Temurshoev（2006）

は，産業連関表を用いてアメリカ及び中国にお

ける汚染逃避地仮説と要素賦存量仮説の検証を

行った。貿易増加に伴う CO2，SO2，NOx 純排

出量が，中国では減る一方でアメリカでは増え

るという結果が得られている。そして，アメリ

カが資本集約財を輸出していないということを

示した。従って，汚染逃避地仮説と要素賦存量

仮説の双方が棄却され，汚染物質の貿易の問題

は未解明のままであると主張した。

本稿に最も関連する研究である D ietzen -

bacher andMukhopadhyay（2007）は，インド

を事例として汚染逃避地仮説の実証分析を行っ

ている。具体的には，産業連関分析を用いてイ

ンドが汚染逃避地と見なされるかどうかを検討

した。10億インドルピーの追加的輸出によっ

て生じる CO2，SO2，NOxの追加排出量を計算

し，これを同量の追加的輸入に伴うインドにお

ける汚染度の低下と比較している。この研究に

よると，上述した発展途上国の場合の汚染逃避

地仮説を支持する研究とは逆に，インドでは貿

易増加に伴う CO2，SO2，NOxの純排出量
3)
が

減少することが分かった。1996/1997 年と

1991/1992 年を比べると，時間とともにその純

排出量の減少幅が拡大しており，インドは汚染

逃避地仮説がますます当てはまらなくなってい

くことを示唆している。

以上のように，ヨーロッパ，OECD諸国，ア

メリカ等の先進国とブラジル，中国，インド等

の発展途上国が先行研究では取り上げられてい

たが，汚染逃避地仮説に関しては依然としてま
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とまった結果は得られていない。

Dietzenbacher and Mukhopadhyay（2007）

は，インドのCO2，SO2，NOx排出量を推定して

いるが，そこで取り扱われたのは 1991/1992 年

と 1996/1997年の２ヶ年のデータのみである。

それに対して，本稿では，CO2，SO2 に対象を絞

り
4)
，1989 年，1996年，2000 年，2005 年という

４ヶ年のデータを用いることとする。

ベトナムの産業連関表は 1989 年が 54 部門，

1996年が 97 部門，2000 年と 2005 年が 112部

門で作成されている。この４ヶ年の産業連関表

の部門数を 52 に統合した（表１)
5)
。次に，ベト

ナムにおいて輸出を十億ベトナムドン増やした

場合の CO2 及び SO2 の排出量の変化量を計算

する。そしてこれを，同じ十億ベトナムドンの

輸入増加によって減少する CO2 及び SO2 の排

出量と比較する。これにより，貿易の増加に

よって発生した CO2 及び SO2 の純排出量を求

め，その結果から環境が悪化しているのか，改

善しているのかが分かる。もし前者であれば，

ベトナムは汚染逃避地となっていると考えられ

る。

Ⅲ IOモデルの展開

１ IOモデル

本稿では静学的産業連関モデルの開放経済，

競争輸入型・輸入外生モデルを扱う。均衡生産

モデルの基本方程式は，p1�のように表現され

る。
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表１ 部門名

番号 部門名 番号 部門名

1 農業 27 プラスチック製品

2 畜産 28 その他の化学製品

3 林業 29 金属製品

4 水産業 30 設備・機械

5 石炭 31 電子製品

6 金属鉱業 32 鉄金属製品

7 その他の鉱業 33 非鉄金属製品（設備・機械を除く）

8 食料品（9∼15以外の食料品） 34 繊維製品

9 野菜・果物加工品 35 カーペット・敷物

10 酒・ビール・ノンアルコール 36 皮製品

11 砂糖 37 その他の工業製品

12 お茶・コーヒー 38 出版社製品

13 タバコ 39 石油製品

14 加工水産物とその副産物 40 電力・ガス

15 その他の食料品 41 水道

16 セラミック，ガラス，磁器製品 42 建設

17 れんが，タイル 43 商業

18 セメント 44 修理業

19 その他の建設資材 45 ホテル・外食産業

20 パルプ・紙製品 46 輸送業

21 木製品 47 通信・放送

22 化学製品（23∼28以外の製品） 48 金融・保険

23 肥料・殺虫剤・農薬 49 研究

24 薬品 50 行政・防衛

25 ゴム製品 51 教育・医療・文化・スポーツ

26 合成洗剤・石鹸 52 その他のサービス（不動産・旅行など）



x/Ax+f p1�

ここで，xは生産量ベクトル（100万ベトナ

ムドン-mvn）であり，fは最終需要ベクトルで

ある。Aは投入係数行列であり，a ijはその i行

j列の要素である。投入係数 a ijは a ij/d ij/x j

より得られ，このとき d ijが i産業から j産業

に投入する量（mvn）を表し，x jは j産業の生

産量を表す。これをもとに生産決定モデル p2�

が得られる。

x/pI,A�-1
f p2�

ここでレオンチェフ逆行列 pI,A�-1を Lと

表記すれば，p2�は次のように書き換えられる。

x/Lf p3�

次に，１単位の最終需要 fを満たすためにど

れだけの追加的化石燃料が必要かを計算する。

ここで対象となる化石燃料は二つであり，財１

が石炭と褐炭で，財２が石油製品（燃料油，ガ

ソリン等）である。ここでは簡単化のため，そ

れぞれを石炭と石油と呼ぶ。重要なエネルギー

として天然ガスがあるが IEAの統計では，ベ

トナムの CO2源のほとんどは石油と石炭であ

る（90％以上を占める）から化石燃料を石油と

石炭だけに絞ることにする。全ての石炭と石油

が中間財として使用された場合，燃焼されて

CO2 と SO2 を排出すると仮定する。一定の最

終需要を得るために生産過程のどこかで石炭と

石油が必要な量だけ燃焼されると考えられる。

以下では，A行列の２行（石炭と石油）をそれ

ぞれ a1と a2とする。

ここで，ベトナムの統計データが不足してい

るために，最終の産業連関表しか入手できない

という問題が生じる。しかし，ベトナムのエネ

ルギー源は前述したように，石炭は国内生産が

できるために輸入していない一方で，石油は国

内精製できずに 100％輸入している。このよう

なエネルギー源の特徴より，最終の産業連関表

を使うことができる。

a1ベクトルの第 j要素は，１単位の j最終財

当たりに使われた石炭の量を表す。一方，a2ベ

クトルの第 j要素は，１単位の j最終財当たり

に使われた石油の量を意味する。

最後に，p3�から，a1x/a1Lfと a2x/a2Lfと

いう関係が導かれる。

２ CO2，SO2 換算率の推定

次に，石炭・石油の投入量から CO2，SO2排

出量に換算する。まず，石炭・石油の金額ベー

スを石油換算トン（toe）に換算する。ここでは，

千トンの石油換算トン（thousand toe）を用い

る。その後，CO2，SO2排出量（百万トン-mt）

を推定する。

石炭・石油の消費量を得るために，エネルギー

バランス表（ International Energy Agency,

1999, 2003, 2008）を使う。そのデータと産業連

関表のデータが一致するように産業連関表とエ

ネルギーバランス表の部門数を若干整理し，表

２の結果が得られた（表２左側）。百万ドンの

石炭・石油がどれくらいの量に換算できるかは，

産業連関表の金額ベースとエネルギーバランス

表に掲載されるエネルギー量から計算できる

（表２右側）。

ａ CO2 換算率

まず CO2排出量は次の４つの決定要因の積

からなる。
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表２ エネルギー消費量 及び百万ドン（金額）相

当の石油�石炭の量

年度

エネルギー消費量
(thousand toe)

百万ドン（金額）相当の石油・
石炭の量（toe/百万ドン）

石炭 石油 石炭 石油

1989 3321 2522 13.2176 2.0108

1996 5598 6262 1.4802 0.4899

2000 5580 8437 1.4375 0.2634

2005 18142 11991 1.5290 0.1498



G/energy pmvn�-
CO2 pt�

energy ptoe�

-
energy ptoe�

energy pmvn�
-98%

6)

p4�

G：CO2排出量（t）

energy(mvn)：エネルギー総消費量（石炭また

は石油）

CO2 pt�

energy ptoe�
：CO2排出係数（tCO2/toe石炭＝

3.721，tCO2/toe石油＝2.792)
7)

energy ptoe�

energy pmvn�
：toe/百万ドンの比率（表２右側）

98％：酸化される二酸化炭素の割合

c1：石炭のCO2 換算率

c2：石油のCO2 換算率

c1 pまたは c2�/
CO2 pt�

energy ptoe�

-
energy ptoe�

energy pmvn�
-98%

p5�

これより，石炭からのCO2 pt�排出量は G（石

炭）＝c1-石炭消費量，石油からの CO2 pt�排出

量は G（石油）＝c2-石油消費量で推定できる。

ｂ SO2 換算率

本稿の推定では発生した SO2 が全て排出さ

れる，すなわち脱硫率は０％と仮定する。SO2

排出量削減のために有効な脱硫装置の設置資金

が確保できれば，SO2排出量を大幅に削減する

ことができる。しかしながら，ベトナムでは脱

硫装置はほとんど普及していない。また，仮に

脱硫が行われるとしても確かな情報が入手でき

ないためである。

SO2排出量の算出式は，次のように書くこと

ができる。

H/energy pmvn�-
SO2 pt�

energy ptoe�

-
energy ptoe�

energy pmvn�
-98%

8�
p6�

ここで

SO2(t)
energy(toe)

：SO2排出係数

98％：酸化される二酸化炭素の割合

石炭と石油の SO2 換算率をそれぞれ s1，s2

で表す。ここでも CO2 の場合と同様に，石炭

（石油）の SO2 換算率は次の数式から算出され

る。

s1pまたは s2�/
SO2 pt�

energy ptoe�

-
energy ptoe�

energy pmvn�
-98%

p7�

そして，石炭（石油）からの SO2（ton）排出

量は次の式で表される。

H/s1 ps2�-石炭（石油）消費量 p8�

SO2排出係数についてであるが，まず石油の

SO2排出係数を推計する。重油の SO2排出係数

は，全ての産業部門において 20.0＊S pkg/ton�

である
9)
。ここで排出係数の Sは燃料含有硫黄

分を表す％値である。

次に，石炭の SO2排出係数を推計する。本来

であれば産業別の詳しい燃料成分データが必要

となるが，石炭の燃料種の情報も得られないた

め，ここでは石炭は一種類だけであると仮定す

る。工業部門と輸送部門は同じ数値で，

15.5＊Sであり，その他の住居，農業，商業等は

12.0＊Sである
10)
。従って，52部門を以下の三

つに分ける。

工業部門：部門 5∼部門 42，

輸送部門：部門 46，

その他部門：部門 1∼部門４；部門 43∼部門

45；部門 47∼部門 52。

このうち前者二つの部門の排出係数を

15.5＊S pkg/t�として，その他部門の排出係数を

12.0＊S pkg/t�として推定する。

ベトナム自然環境省のデータベースになら

い，以下のように，kg/tonから ton/toeに換算

する。

石炭：0.566toe/ton�SO2kg/ton

石炭/0.001ton/0.566toe

/0.00177tonSO2/toe

石油：1.030toe/ton�SO2kg/ton
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石油/0.001ton/1.030toe/0.00097tonSO2/toe

石炭含有硫黄分に関しては，1987年のデータ

しか得られない。アジア各国の石炭含有硫黄分

の調査（科学技術庁―科学技術政策研究所

［1992］）によると，ベトナムのこの数値は

0.2％である。従って，研究対象期間を通じて

はこれと同じ数値であると仮定する。

石油含有硫黄分に関しても最新情報を入手す

ることは非常に困難である。上述したように，

ベトナムは国内で石油生産ができないために硫

黄分が高く品質の悪い原油を輸入している。ま

た，石油は輸入している重油１種類のみが流通

している。この重油は硫黄分を３％含有してお

り，燃焼すると必然的に二酸化硫黄が発生する

（財団法人地球・人間環境フォーラム［2002］）。

以上の議論より，４ヶ年の数値は同じと仮定し，

石油は重油という一つの種類しか使われていな

いという仮定のもとで，ベトナムの石油含有硫

黄分を３％とする。

以上述べたように石炭の排出係数が部門に

よって二つの種類がある（ 15.5＊S pkg/t�と

12.0＊S pkg/t�）ので推計した石炭の SO2 換算率を

それぞれ s1aと s1bで表す。なお，c1，c2，s1a，

s1b，s2の結果は第Ⅳ節でまとめて提示する。

３ 追加輸出入に占める産業別の割合

本稿では，D ietzenbacher and Mukho -

padhyay（2007）の手法を取り入れ，輸出と輸

入を十億ベトナムドン増やしたときに，ベトナ

ムの CO2・SO2 の量が増えるか減るかを分析す

ることにより，ベトナムにおける汚染逃避地仮

説の考察を行う。そのためにまず，国の輸出入

が十億ベトナムドン増加したとき，産業別にど

れだけの追加的な金額の増減が生じるかを計算

する。

輸出と輸入はこの４ヶ年とも同じ金額で増加

するが，ここで 2000 年の価格を基準価格とす

る。時間の推移での比較を可能にするため，消

費者物価指数を用いる。各４ヶ年の指数はそれ

ぞれ，1989 年 12月：100，1996年 12月：466.4，

2000 年 12月：524.3，2005 年 12月：675
11)
，で

ある。すなわち，2000 年の十億ドンの価値は

1989 年には１億 9073万 498ドンであり，1996

年には８億 8956 万 7042ドン，2005 年には 12

億 8743万 860ドンである。

追加輸出入に占める各産業の割合の計算は，

たとえば，2000 年の実際の輸出ベクトルが eで

あれば，追加輸出は be/pe/241,894,792�-1000

（百万ドン）である。（かっこ内の分母は 2000

年の輸出総額であり，かっこ外の 1000 は 10億

ベトナムドンの意味である）。be iは 10億ベト

ナムドンに占める i産業の輸出額である。同様

に，追加輸入は bm/pm/253,658,614�-1000

（百万ドン）で計算できる。

１単位の j財の追加最終需要を生産するのに

必要となる石炭と石油の燃焼によって発生する

CO2 の追加排出量は pc1a1+c2a2�Lで表される。

ここで c1a1+c2a2/g1と書き換え，一定の最

終需要に対する CO2 の総追加排出量は次の方

程式で表される。

pc1a1+c2a2�Lf�/g1Lf p9�

ベトナムの追加輸出が生み出す CO2 の追加

排出量は，g1Lpbe�と表現できる。輸入の場合

は，増加した輸入と等しい量の国内生産が減少

するので，それによって国内で排出される CO2

が減少するということを前提にする。ベトナム

の追加輸入によって減少する CO2排出量が，

g1Lpbm�で表現できる。

ベトナムにおける貿易の上昇によって追加的

に発生する排出量を bpとする。bpは次の方

程式で表すことができる。

bp/g1Lpbe,bm� p10�

本稿の分析において汚染逃避地仮説が支持さ

れるかどうかは bpの符号によって判断するこ

とができる。もし bp>0であれば貿易拡大に

よって純排出量は増加するので，環境規制が相
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対的に緩いベトナムに関して汚染逃避地仮説が

成立することを意味する。逆に bp?0であれ

ば貿易拡大によって純排出量は減少することに

なるので，汚染逃避地仮説は支持されない。

同じように，SO2 の総追加排出量を次の方程

式で表す。

ps1a1+s2a2�Lf/g2Lf p11�

ここで s1a1+s2a2/g2と書き換えた。

同様に，SO2 に関しても，bpの数値を見るこ

とで汚染逃避地仮説が支持されるかどうかを判

断することが可能である。

Ⅳ 分析結果

表２では，百万ドンの石炭と石油の量を年ご

とに toeへ換算した。その結果に基づいて，百

万ドン分の石油・石炭を消費したときに排出さ

れるCO2・SO2 の量，いわゆるCO2 換算率・SO2

換算率が推定できる（結果は表３を参照）。ま

た，４ヶ年の追加輸出（輸入）が生み出すCO2・

SO2 の追加的排出量（輸入の場合は減少量）の

結果を表４に示す。

CO2排出量については，この４ヶ年とも輸出

増加による排出増加量が，輸入増加による排出

減少量より少ない（表４）。従って全体で見る

と，貿易増加によってCO2排出量全体が下がる

効果があるといえる（bpがマイナス）。つま

り，貿易増加によって CO2純排出量が減少す

る。

次に SO2排出量についても，bpは４ヶ年全

てでマイナスになっている（表４）。つまり４ヵ

年とも貿易が増加することで SO2排出量は減

少する。従って，SO2排出量においても貿易自

由化によって大気汚染は改善すると考えられ

る。

汚染逃避地仮説が支持される場合には，輸出

増加による排出増加量が輸入増加による排出減

少量より大きいため，全体で純排出量が増加し，

汚染がより深刻になるはずである。なぜなら

ば，汚染逃避地仮説のもとでは，国が汚染財を

輸出し，国内の産業の中で相対的にクリーンな

財を輸入することになるはずだからである。し

かし，以上のように，４ヶ年の貿易増加とCO2，

SO2排出量の関係を見ると，bpがマイナスに
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表３ 石油・石炭の百万ドン当たりのCO2・

SO2 排出量（ton/mvn）

CO2 SO2(-10
-3
)

1989
石炭 c1＝35.332

s1a＝0.520

s1b＝0.403

石油 c2＝6.422 s2 ＝1.339

1996
石炭 c1＝10.776

s1a＝0.159

s1b＝0.123

石油 c2＝1.406 s2 ＝0.293

2000
石炭 c1＝10.305

s1a＝0.152

s1b＝0.117

石油 c2＝0.731 s2 ＝0.152

2005
石炭 c1＝9.532

s1a＝0.141

s1b＝0.109

石油 c2＝0.394 s2 ＝0.082

表４ 貿易増加による排出量の変化（ton）

1989 1996 2000 2005

CO2

g1Lbe 107.067 66.491 50.503 110.603

g1Lbm 161.701 156.919 82.285 137.558

bp −54.634 −90.428 −31.782 −26.955

ratio 0.662 0.424 0.614 0.804

SO2
(-10

-3
)

g2Lbe 1.561 1.135 0.737 1.698

g2Lbm 2.376 2.516 1.204 2.211

bp −0.815 −1.381 −0.467 −0.513

ratio 0.657 0.451 0.612 0.768



なっているという結果が得られたため，ベトナ

ムは 2005 年までは汚染逃避地ではないといえ

る。

なお，表４の ratio
12)
は，同じ貿易増加量（こ

こでは十億ベトナムドンの増加）に対する CO2

または SO2 の排出量に関する増加量と減少量

の比率を表すものである。これが小さければ小

さいほど排出量の減少量が増加量よりも大きく

なり，全体の排出量が少なくなる。ここで CO2

と SO2 の ratio はそれぞれ逆の傾向に向かって

いることが表４から読み取れる。CO2 の場合の

比率は，1996年は 1989 年より下がっていたが，

2000 年と 2005 年は上昇する傾向にある。SO2

については，増加量と減少量の比率は 1989 年

から 1996年の間は微増していたが，1996年以

降一貫して低下傾向にある。言い換えれば，輸

出増加で発生した SO2排出量は輸入増加で減

少した SO2排出量よりも小さく，しかもその比

率は小さくなっている。従って，時間が経つに

つれて CO2 は汚染逃避地仮説にますます当て

はまるが SO2 は汚染逃避地仮説がますます当

てはまらなくなるという傾向があると考えられ

る。

CO2 と SO2 について，輸出に伴う排出量と輸

入に伴う排出量が，４ヶ年において主にどの産

業によるものであったかを表５でまとめた。こ

の表からも分かるように，輸出の場合は，CO2

と SO2 を多く排出したのが大体一次産業であ

り，輸入の場合は，CO2 と SO2 を多く排出した

のが主に二次産業である。

貿易の変化に伴う排出量の変化は，各財１単

位の生産から排出される汚染物の排出量（汚染

集約度）に，輸出または輸入が一定額変化する

のに伴ってそれぞれの財の国内生産が変化する

量を掛けた値で決まる。その二つの要素を輸出

と輸入で比較することで，貿易拡大によって汚

染の純排出量が減少するメカニズムを説明する

ことができる。以下では，汚染集約度による効

果は汚染度効果，輸出輸入の額の大きさによる

ものは規模効果とそれぞれ呼ぶ。既に述べたよ

うに，輸出増加が生み出す追加排出量は

g1Lpbe�と g2Lpbe�で表され，輸入増加によっ

て減少する排出量は g1Lpbm�と g2Lpbm�であ

る。排出量の増加分を決める要因は少なくとも

二つある。それは第一に，g1Lまたは g2L（汚

染度効果を表す係数）であり，第二に，beまた

は bm（規模効果を表す係数）である。g1Lま

たは g2Lは，簡単に言えば，１単位の財を生産

するときに発生する CO2 または SO2排出量で

ある。これが大きければ大きいほど追加排出量

が多くなる。同様に，be，bmは追加輸出と追

加輸入であるわけだが，これもまた大きければ

大きいほど排出量増加分が大きくなる。逆に，

g1L，g2L，be，bmが小さければ小さいほど排

出量増加分が小さくなる。

全体を見てみると，輸出に関連する汚染と輸

入に関連する汚染の上位５部門のほとんどは，

輸出輸入の割合が上位５部門に入っているもの

産業連関表を用いたベトナムの汚染逃避地仮説に関する一考察 51

表５ 輸出・輸入に伴う排出量が多い産業

輸出に伴う排出量 輸入に伴う排出量

CO2

その他の鉱業，皮製品，石炭，繊維製品，
鉄金属製品，農業，加工水産物とその副産
物，パルプ・紙製品

肥料・殺虫剤・農薬，金属製品，繊維製品，
鉄金属製品，設備・機械，石油製品，パル
プ・紙製品，電気製品

SO2

繊維製品，その他の鉱業，加工水産物とそ
の副産物，皮製品，石炭，水産業，農業

設備・機械，肥料・殺虫剤・農薬，繊維製
品，鉄金属製品，金属製品，石油製品，輸
送業

CO2 とSO2

その他の鉱業，皮製品，繊維製品，石炭，
農業

肥料・殺虫剤・農薬，金属製品，繊維製品，
鉄金属製品，設備・機械



である。また，CO2 についても SO2 についても

輸出と輸入の双方において，汚染度効果よりも

規模効果がはるかに大きい。SO2 の場合は，汚

染度効果と規模効果の両方において，輸入の方

が輸出より大きいため，４ヶ年とも輸入に関連

する汚染の方が輸出に関連する汚染よりも排出

量が大きくなって，さらに 1996年以降排出量

の増加量と減少量の比率が小さくなっている。

CO2 の場合，汚染度効果と規模効果は輸出と輸

入において同じぐらい効いているので，1996年

以降排出量の増加量と減少量の比率が大きく

なっている。

Ⅴ 考察

ベトナムの産業連関表を用いて汚染逃避地仮

説の考察を行ったが，ベトナムで貿易増加に

よって大気汚染が改善されたという意外な結果

が得られた。その理由は貿易の仕組み・構造と

ベトナムの経済の発展段階の特徴にあると考え

られる。

まずは貿易の仕組み・構造についてである。

ベトナムでは原材料などを輸入，加工し，それ

を再輸出するケースが多い。そして，機械や設

備の部品を購入し，国内で組み立て輸出するパ

ターンが多い。従って，国内の生産工程におい

てそれほどの環境負荷になっていないのが現状

である。つまり労働集約的産業にベトナムの比

較優位がある。人的資本集約産業の輸出の割合

は 90 年代中頃から上昇していたが，僅かな伸

び率しかない。

たとえば，1997年のベトナムにおいて製造業

は工業部門全体の 80％も占めているため，この

分野の発展が経済全体の成長を左右していたと

いえよう。製造業の中では，飲料・食品，繊維・

衣服，皮革製品，木材・家具などが主要な産業

である。これらの産業は，アジア太平洋諸国を

中心とする成長地域との貿易が盛んになった過

程で輸出が拡大した労働集約的産業である（ト

ラン・ヴァン・トウ［2006］）。また 2005 年になっ

ても，輸出額の約７割は原油，電気製品・部品，

衣類，履き物，海産物加工品，米，木材といっ

た産業である。つまり，2005 年までは輸出と輸

入を合わせてみると，工業の中でもまだ軽工業

を中心とした労働集約的産業が主力である。ベ

トナムは高い経済成長を遂げているが，重化学

工業等の資本集約的産業へ移行する産業構造の

変化が本格的に始まっているとはいえないので

ある。

産業連関表から４ヶ年を通じて輸出の割合が

最も高いのは商業，農業，その他の鉱業，皮製

品，繊維製品，加工水産物とその副産物であっ

た。これらの産業の１単位の財を生産するとき

に発生する CO2 と SO2 の排出量は他産業と比

べてかなり小さい。これに対して，輸入の割合

が高い産業は，設備・機械，石油製品，金属製

品，繊維製品，電子製品である。52部門の中で

これらは，１単位の財を生産するときに発生す

る排出量が比較的多い産業である。つまり，ベ

トナムはクリーンな財を輸出し，汚染財を輸入

しているといえる。

次に，ベトナム経済の発展段階についてであ

る。ベトナムの工業化はまだ初期段階にあり，

輸出の工業化率がようやく 50％を超えるよう

になったところである。そしてベトナムでは，

上記でも述べたが輸出はアパレル，履き物など

労働集約的軽工業品が中心であり，機械のシェ

アは８％に過ぎない。

このようにベトナムでは輸出主導型工業化が

進んでいるが，東アジア地域内の他国と比べる

とまだ後発国のグループに入っている。従っ

て，環境負荷の大きな工業製品を輸出して高度

成長を達成する段階に到達していないために汚

染逃避地仮説と逆の結果が推計されたと思われ

る。
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Ⅵ 結論

本稿では，貿易自由化によってベトナムが汚

染逃避地になるかどうかについて分析を行っ

た。分析から得られた主要な結論は，現発展段

階のベトナムでは大気汚染の面において汚染逃

避地仮説は支持されないということである。こ

の結論は，輸出増加は汚染を増加させるが，輸

入増加が汚染を減少させ，さらに減少量が増加

量より大きいということから得られる。

2005 年まではベトナムは汚染逃避地ではな

いが，1996 年以降，貿易が拡大するにつれ，

CO2 については汚染逃避地仮説に徐々に当ては

まる方向へ進むように見えるが SO2 について

は汚染逃避地仮説に当てはまらなくなっていく

のである。

以上の結果は，輸出と輸入で同じ量を追加す

るという仮定で導き出されたものであったが，

実際には，ベトナムは年々輸入超過で，実際の

輸出と輸入の割合を使って推定した場合，結果

はより明瞭になり，ベトナムは 2005 年までは

大気汚染の面において汚染逃避地ではないと一

層確実にいえる。

汚染逃避地仮説に対して，資本賦存量の多い

国，すなわち相対的にエネルギー使用量の多い

国における輸出増を通じて，環境負荷を強める

という要素賦存量仮説がある。また，前述した

ようにCopeland and Taylor（2003）によると，

ほとんどの汚染集約産業が資本集約産業でもあ

る。もしこれが正しければ，ベトナムでは資本

集約産業ではなく，労働集約産業が発達してい

るので汚染財を生産・輸出していないと考えら

れよう。つまり，今回の分析結果からは，ベト

ナムの場合汚染逃避地仮説というよりも要素賦

存量仮説の方が整合的であるということも考え

られる。

先行研究においても同様の結果が得られてい

る。たとえば，Dietzenbacher and Mukho-

padhyay（2007）は 1992 年と 1997年における

インドのデータを用いた分析を行い，インドは

汚染逃避地ではないという結果を示した。

本研究で残された課題も少なくない。研究の

範囲では CO2 と SO2 しか研究しておらず，炭

化水素や窒素酸化物など，他の大気汚染物質に

ついては分析できていない。そして，本稿では

生産過程から排出される汚染物を対象とした

が，実は家庭におけるエネルギー消費の割合が

高いので，国内の汚染全体について見るために

は，家庭からの排出にも目を向ける必要がある。

また，大気汚染以外の汚水や土壌汚染等につい

ての研究も残されている。またベトナムは今後

発展するにつれて産業構造が変化していくと予

想される。工業化の促進と共に労働集約産業の

代わりに重化学産業が発展していくと予測され

るがそのとき汚染逃避地になるかどうか。そし

て汚染逃避地にならないように環境政策決定が

どのように取り組むかということも今後の課題

として残されている。

注釈

１）ドイモイ政策の主な内容：計画経済から市場経済

へのシステム転換と対外開放である。システム転換

は企業形態の多様化（民間企業，外資系企業の活動

の促進），競争原理の導入などによって労働・資本な

どの経済資源の効率的利用をもたらす。開放政策

は，経済管理・運営に関する新しい知識，アイデア

が導入され，マクロ経済政策の改善に役立ち，輸出

が拡大し，国内資源を有効に活用できた。

２）その後ベトナムの中部で製油所の建設が完成し，

2009 年２月から活動を開始した。

３）CO2，SO2，NOxの純排出量：輸出増加に伴うCO2，

SO2，NOxの排出量から輸入増加に伴うCO2，SO2，

NOxの排出量を差し引いた分（bp）。

４）NOxに関しては適切なデータが入手できないため

本論文では推定しないことにする。

５）統計総局のスタッフへのヒアリング結果と資料参

考の結果。

６）Dietzenbacher, E. and K.Mukhopadhyay［2007］

と科学技術庁―科学技術政策研究所［1992］に基づ

いて整理し書き直した。
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７）Nguyen（2005）が南斎・森口（2002）の施行令排

出係数一覧から kg CO2/kg石炭，kg CO2/l石油の

データを取り出し，ベトナムの石油・石炭の石油換

算トンのデータと合わせて計算した結果である。

８）注６）に同じ。

９）重油の SO2排出係数の値は，科学技術庁―科学技

術政策研究所（1992）に記載されている硫黄酸化物

排出係数一覧を利用した。

10）石炭の SO2排出係数の値は，科学技術庁―科学技

術政策研究所（1992）に記載されている硫黄酸化物

排出係数一覧を利用した。

11）General Statistical Office（1996∼2007）のデータ

を利用した。

12）ratio/g1p2�Lpbe�/g1p2�Lpbm�。
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